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東日本大震災に伴う国の公共工事の前金払の特例に係る

工事請負契約書等の取扱いについて

東日本大震災の被災地域における国の公共工事の前金払の特例（以下「本特例」とい

う。）については、「公共工事の代価の前金払の特例について（通知）」（平成23年４月21

日付け国官会第244号）及び「公共工事の代価の中間前金払の特例について（通知）」（平

成23年４月21日付け国官会第246号）において財務大臣との協議が成立した旨通知され、

「東日本大震災に伴う国の公共工事の前金払の特例について」（平成23年４月21日付け国

地契第３号、国官技第39号、国営管第46号、国営計第19号）又は「東日本大震災に伴う

国の公共工事の前金払の特例について」（平成23年４月21日付け国港総第58号、国港技第

16号）により、適切な制度の運用を要請したところである。

これらを受けて、東日本大震災に際し災害救助法（昭和22年法律第118号）が適用され

た市町村の区域（東京都の区域を除く。）において施工される公共工事の契約については、

下記のとおり取り扱うこととするので、遺漏なきよう措置されたい。

記



１．工事請負契約書等における取扱い

（１）工事請負契約書（「工事請負契約書の制定について」（平成７年６月30日付け建設

省厚契発第25号）、「官庁営繕部所掌の工事に係る工事請負契約書の制定について」

（平成７年９月５日付け建設省営管発第556号）又は「工事請負標準契約書の制定に

ついて」（平成８年１月24日付け港管第111号）によるものをいう。）第34条第１項中

「10分の４」を「10分の５」に読み替え、同条第５項中「10分の４」を「10分の５」

に、「10分の６」を「10分の７」に読み替え、同条第６項及び第７項中「10分の５」

を「10分の６」に、「10分の６」を「10分の７」に読み替える。

（２）「出来高部分払方式の実施について」（平成22年９月28日付け国地契第30号、国官

技第207号）出来高部分払方式 実施要領５ １）中「10分の４」を「10分の５」に

読み替える。

同２） 内第34条第１項中「10分の４」を「10分の５」に読み替え、同条

第３項中「10分の２」を「10分の３」に読み替え、同条第６項中「10分の４」を「10

分の５」に読み替え、同条第７項及び第８項中「10分の５」を「10分の６」に読み

替える。

同別紙－１中「￥400,000,000.-」を「￥500,000,000.-」に、「２割」を「３割」

に、「40％」を「50％」に読み替える。

同別紙－２中「４割」を「５割」に、「￥200,000,000.-」を「￥300,000,000.-」

に読み替える。

同別紙－３中「￥400,000,000.-」を「￥500,000,000.-」に、「３ 受領済前払金

額 ￥200,000,000.-」を「３ 受領済前払金額 ￥300,000,000.-」に読み替える。

（３）「施工プロセスを通じた検査方式試行実施要領の制定について」（平成21年３月31

日付け国港総第960-4号、国港技第160-2号）施工プロセスを通じた検査方式試行実

施要領 （入札説明書記載例） 【固定式の場合】 ○支払い条件 （１）中、「２割」

を「３割」に、「４割」を「５割」に読み替える。

同【選択式の場合】 「出来高部分払い」方式で工事を行う場合 ○支払い条件

（１）中「２割」を「３割」に、「４割」を「５割」に読み替える。

同【選択式の場合】 「出来高部分払い」方式で工事を行なわない場合 ○支払い

条件 （１）中「４割」を「５割」に読み替える。

（４）「出来高部分払方式試行実施要領の制定について」（平成21年３月31日付け国港総

第960-5号、国港技第160-3号）出来高部分払方式試行実施要領第３条①中、「10分の

２」を「10分の３」に、「10分の４」を「10分の５」に読み替える。

同（工事請負契約書記載例）【固定式の場合及び選択式で施工プロセスを通じた検

査を選択した場合】内第34条第１項及び第３項中「10分の２」を「10分の３」に、「10

分の４」を「10分の５」に読み替え、同条第４項及び第５項中「10分の５」を「10

分の６」に読み替える。

（５）低入札価格調査を受けたものとの契約については、本特例の対象外とし、「低入札

価格調査制度調査対象工事における前金払の縮減について」（平成15年４月15日付け

国地契第４号、国官技第14号、国営計第19号）、「低入札価格調査制度調査対象工事

における前金払の縮減について」（平成15年４月15日付け国営管第17号、国営計第21



号）又は「低入札価格調査制度調査対象工事における前払金の縮減について」（平成

15年４月23日付け国港管第87号、国港建第26号）により取り扱われたい。

２．土木設計業務等委託契約書等における取扱い

（１）土木設計業務等委託契約書（「土木設計業務等委託契約書の制定について」（平成

７年６月30日付け建設省厚契発第26号）によるものをいう。）第34条第１項及び第３

項中「10分の３」を「10分の４」に読み替え、同条第４項及び第５項中「10分の４」

を「10分の５」に読み替える。

（２）建築設計業務委託契約書（「建築設計業務委託契約書の制定について」（平成10年

10月１日付け建設省厚契発第37号）又は「官庁営繕部所掌の建築設計業務委託契約

書の制定について」（平成10年10月１日付け建設省営管発第335号）によるものをい

う。）第34条第１項及び第３項中「10分の３」を「10分の４」に読み替え、同条第４

項及び第５項中「10分の４」を「10分の５」に読み替える。

（３）調査業務請負契約書（「官庁営繕部所掌の建設コンサルタント業務等に係る調査業

務請負契約書の制定について」（平成23年１月17日付け国営管第396号）によるもの

をいう。）第31条第１項及び第３項中「10分の３」を「10分の４」に読み替え、同条

第４項及び第５項中「10分の４」を「10分の５」に読み替える。

（４）設計・測量・調査等業務標準契約書（「設計・測量・調査等業務標準契約書の制定

について」（平成８年２月29日付け港管第444号）によるものをいう。）第34条第１項

及び第３項中「10分の３」を「10分の４」に読み替え、同条第４項及び第５項中「10

分の４」を「10分の５」に読み替える。


